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日時 ５月２７日（水）１３：３０～１５：３０ 場所 
都立中央・城北職業能力開発センター 

東京都文京区後楽 1-9-5 

講師 

株式会社ディエイコンサルティング 代表取締役 吉田 康彦 氏 
大手食品メーカーを退職後、シンクタンクにてコンサルタント活動開始。企業再建、新規事業の立ち上げや、企業リスク・

企業トラブル処理など労務問題解決に従事。特に、労務問題アドバイザーとして、問題処理件数は 1000 件を超える。   

また、「職場のコミュニケーション改善」のための「ハラスメント防止」、「コンプライアンス対策」といった研修は、大手

企業を中心に 1700 回を超える実績を持つ。現在、株式会社ディエイコンサルティング 職場科学研究所 代表。 

定員 １００名 定員になり次第、締め切りとさせていただきます。 

費用 

参加費：無料 （幹事社労士限定） レジュメ・資料は、参加者のみダウンロードいただけます。 

開催日約１週間前にダウンロード用のＩＤ・パスワードをご案内いたしますので、ダウンロードの上当日ご持参ください。 

レジュメ・資料 コピー代 ⇒ １，０００円（税込） 
コピー希望の場合（貴事務所のインターネット環境によりダウンロードができない場合含む）は、上記金額にて承ります。 

事前に下記申込書にてお申込みください。費用は、当日会場にてレジュメ・資料をお渡しする際にお支払いください。 

ＤＶＤ（№254）購入費：３，２４０円（税込、送料込） ※ 振込手数料はご負担ください。 
ＤＶＤの発刊は平成 27 年 7 月中旬を予定しております。なお、レジュメ・資料はＤＶＤと合わせＣＤ－Ｒで添付いたしますが、 

別途コピーをご希望の場合は、1,000 円（税込）にて承りますので、下記申込書にてお申込みください。 

幹事社労士高度化事業にお申し込みの先生はＤＶＤを無料送付いたしますので、お申し込みは不要です。 
 

申込方法 ⇒ 参加、ＤＶＤ購入共に、下記申込書にご記入の上ＦＡＸしてください。 
【参加の場合】 5 月２6 日（火）までにＦＡＸにて、お申込みください。 

【ＤＶＤ購入の場合】 ＦＡＸにてお申し込みください。また費用につきましては、後に送信する振込要領に基づきお振込みください。 

■定期研修会 参加・ＤＶＤ購入申込書（５月２７日(水)開催分） F AX ： 0 3 - 5 8 0 6 - 0 2 9 7 

お申込 出席 ・ ＤＶＤ(№254)  いずれかに○を付してください 

氏 名                     (幹事番号     ) 事務所名  

所在地  

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

レジュメ・資料コピー 希望する ・ 希望しない 

※出席のお申込みを頂いた方で当日ご欠席の場合は、5 月 26 日（火）までにご連絡ください。 

※ご記入頂きました個人情報は、当研修会の運営、管理及びＤＶＤの販売、アフターフォローのため使用いたします。それ以外の目的には使用いたしません。 

【お問い合わせ先】中小企業福祉事業団 事業部 ℡：03-5806-0298 Mail：info@chukidan-jp.com 

主な講義項目  
１．最近の人権・ハラスメントに関する法改正等 

２．最近の職場指導の為のハラスメント関連知識と問題 

３．基礎事例学習 ～課題学習～ 

４．中小企業のハラスメント問題の特徴 

５．ハラスメント対策の在り方 

６．質疑応答          など 

 

中企団定期研修会  無料参加・ＤＶＤ販売のご案内 中企団定期研修会 
5 月開催分 無料参加 

ＤＶＤ販売のご案内 

最近のハラスメントに関する法改正と職場の現状 

 職場における、いじめや嫌がらせなどのパワーハラスメント、いわゆる「パワハラ」の増加が目立っており、民事上の個別労働紛争

に係る相談件数では、毎年約 15％の増加率で推移しています。平成 24 年に厚生労働省より「パワハラ新基準」が示され、また同年に

「パワハラ実態調査」の結果が発表されていますが、これによりますます現場対応のグレイゾーンが拡大し、その解釈に企業は振り回

されて続けているのが現状です。具体的には、マスコミやネット情報のあおりを受け、労働者の「権利主張」のツールとして使われて

いる側面もあり、「部下を叱れない」管理職が増加し、職場の「義務」も果たさず権利主張をしてくる労働者に経営者は苦悩するばかりです。  

 さらに昨年 7 月には、男女雇用機会均等法施行規則が施行され、間接差別となり得る措置の範囲の見直し等が行われていますが、加

えて、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いのマタニティーハラスメント（マタハラ）なども社会問題化しており、昨年 10 月には

男女雇用機会均等法第９条第３項の適用に関して最高裁判所の判決があったことなどを踏まえ、男女雇用機会均等法及び育児・介護休

業法の解釈通達が改正されたところです。  

このような、様々な「ハラスメント」をめぐる動きが複雑・多様化する中で、我々社労士は、あくまでも現場の視点に立って、労働

者の権利確保はもとより、適正な職場指導・職場改善を行うことにより人的側面から経営者をサポートしていく必要があります。 

本研修会では、労務問題解決（特にハラスメント）のプロ、吉田氏を講師にお招きし、各種ハラスメントの類型整理や課題学習に基

づき、中小企業のハラスメント問題対策について詳解する内容となっております。知識の整理や、“現場対応”のノウハウ習得をお考えの

先生には特にお勧めの研修会です。 
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